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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光透過性を有する基板と、１００Ｈｚの交流を印加した際の体積固有抵抗が１×１０７

～１×１０1３Ω・ｃｍの電気泳動インクと、基板に対向配置され電気泳動インクを封止
する１００Ｈｚ以上の交流を印加した際の抵抗値が電気泳動インクの抵抗値の５倍以下と
なるインク封止フィルムと、基板とインク封止フィルム間に形成された構造体とを有する
ことを特徴とする電気泳動表示媒体用シート。
【請求項２】
　上記インク封止フィルムがポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリフッ化ビニリデンフィル
ム、塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデンを構成単位として含むフィルム、及び、塩化ビ
ニリデン又はフッ化ビニリデンをポリマーブレンドとして含むフィルムから選ばれる少な
くとも１種であることを特徴とする請求項１記載の電気泳動表示媒体用シート。
【請求項３】
　上記インク封止フィルムが可塑剤を含むことを特徴とする請求項１～２の何れか一つに
記載の電気泳動表示媒体用シート。
【請求項４】
　上記構造体が基板上に形成されていることを特徴とする請求項１～３の何れか一つに記
載の電気泳動表示媒体用シート。
【請求項５】
　上記構造体が接着層を介して上記インク封止フィルムと積層されていることを特徴とす
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る請求項４記載の電気泳動表示媒体用シート。
【請求項６】
　上記構造体が上記インク封止フィルム上に形成されていることを特徴とする請求項1～
５の何れか一つに記載の電気泳動表示媒体用シート。
【請求項７】
　上記構造体が接着層を介して上記基板と積層されていることを特徴とする請求項６記載
の電気泳動表示媒体用シート。
【請求項８】
　上記接着層がホットメルト型接着層であることを特徴とする請求項５又は７記載の電気
泳動表示媒体用シート。
【請求項９】
　請求項１～８の何れか一つに記載の電気泳動表示媒体用シートのインク封止フィルム上
に基板を積層したことを特徴とする電気泳動表示媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電界等の作用により可逆的に視認状態を変化させることができる電気泳動表
示媒体用シート及びこれを用いた電気泳動表示媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、表示ディスプレーの低消費電力化、薄型軽量化、フレキシブル化等の需要が増し
てきており、その一つとして電子ペーパーに注目が集まってきている。このような電子ペ
ーパーの一つとして電気泳動インク等を用いた電気泳動表示装置が知られている。この電
気泳動表示装置は、少なくとも一方が透明な２枚の電極基板を対向するように配置させ、
対向配置した電極間に電気泳動インクを設け、表示パネルとした構成となっている。そし
て、この表示パネルに電界を印加することにより透明電極面に表示を得ようとするもので
ある。
【０００３】
　用いる電気泳動インクは、１種類ないしは複数種の電荷をもった電気泳動粒子が、分散
媒に分散されたものであり、外部から電界を付与することにより、粒子が分散媒中を移動
して、任意の表示を得るものである。この電気泳動インクには、電気泳動粒子の他に非帯
電粒子や、界面活性剤、染料、分散剤、などの添加剤が付与される場合もある。
【０００４】
　このような電気泳動表示装置は、電界の向きを制御することにより、電気泳動インク中
の電気泳動粒子を移動させて、所望の表示を得ることができるものであり、低コストで、
視野角が通常の印刷物並みに広く、消費電力が小さく、表示のメモリ性を有する等の長所
を持っている。
　しかしながら、電気泳動インクに用いられる電気泳動粒子は、長期保存に伴って粒子同
士が凝集すること、繰り返し表示を行っているうちに粒子が偏在すること等によって、表
示の劣化が生じやすいといった問題を有しているため、電気泳動インクを微細に隔離され
た多数のセル（小区画）に分割して充填することにより、粒子同士の凝集や偏在を抑制す
る方法が提案されている。
【０００５】
　電気泳動インクを微細に隔離するセル（小区画）の形成には、マイクロカプセル、エン
ボス、フォトレジスト等を用いて形成するものであるが、マイクロカプセル以外の方法を
用いる場合には、電気泳動粒子同士の凝集や偏在を抑制するために、一方の基板側に形成
された構造体と、他方の基板の間に隙間ができないようにすることが必要となる。
　そこで、構造体の上面と対向基板とを隙間なく貼り合わせてなる構造や製造方法等とし
て、例えば、１－１）第一基材又は電極層と第二基材又は電極層の間にサンドイッチされ
る、電気泳動流体で充填されトップ－シールされるディスプレーセルを含んで成る電気泳
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動ディスプレーであって、高誘電性ポリマー又はオリゴマーと放射線硬化性組成物を含ん
で成る接着組成物を用いて、該第二基材又は電極層は、電気泳動流体で充填されトップ－
シールされるディスプレーセルにラミネートされる電気泳動ディスプレー、１－２）電気
泳動流体で充填され、高誘電性ポリマー又はオリゴマーと放射線硬化性組成物を含んで成
るトップ－シーリング組成物でトップ－シールされるディスプレーセルを含んで成る電気
泳動ディスプレー、１－３）電気泳動ディスプレーの物理機械特性及び電気光学特性を向
上する方法であって、該高誘電性ポリマー又はオリゴマーと放射線硬化性組成物を含んで
成るトップ－シーリング組成物を用いて、電気泳動流体で充填されるディスプレーセルを
シールすることを含んで成る方法、１－４）ａ）一時的基材層上の、電気泳動流体で充填
されトップ－シールされるディスプレーセルのアレイ、及び、ｂ）高誘電性ポリマー又は
オリゴマーと放射線硬化性組成物を含んで成る接着組成物から形成される接着層で、該電
気泳動流体で充填されトップ－シールされるディスプレーセルのトップに接着される電極
又は基材層を含んで成る半仕上げディスプレーパネル、１－５）ａ）電極又は基材層上の
、電気泳動流体又は液晶で充填されるディスプレーセルのアレイであり、該電気泳動流体
又は液晶で充填されるディスプレーセルは、高誘電性ポリマー又はオリゴマーと放射線硬
化性組成物を含んで成るトップ－シール組成物で、トップ－シールされ、及び、ｂ）該電
気泳動流体又は液晶で充填されトップ－シールされるディスプレーセルのトップにラミネ
ートされる一時的基材を含んで成る半仕上げディスプレーパネル、１－６）ａ）一時的基
材上の、電気泳動流体で充填されるディスプレーセルのアレイであり、該電気泳動流体で
充填されるディスプレーセルは、高誘電性ポリマー又はオリゴマーと放射線硬化性組成物
を含んで成るトップ－シール組成物で、トップ－シールされ、及び、ｂ）該電気泳動流体
で充填されトップ－シールされるディスプレーセルのトップにラミネートされる電極又は
基材層を含んで成る半仕上げディスプレーパネルなどが知られている（例えば、特許文献
１参照）。
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献１に記載される１－１）～１－５）の各構造及びその製法
により得られる電気泳動表示媒体等では、トップ－シール組成物とインクが相溶してしま
うことによる表示劣化や、液体である電気泳動流体又は液晶上に液体のトップ－シール組
成物を塗布することになるため、未だ、構造的耐久性や表示耐久性に課題があり、更なる
構造的耐久性や表示耐久性に優れた電気泳動表示媒体などが切望されているのが現状であ
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特表２００６－５１７０３８号公報（特許請求の範囲、実施例等）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記従来技術の課題及び現状に鑑み、これを解消しようとするものであり、
電気泳動表示媒体の構造的耐久性や表示耐久性を向上することができる電気泳動表示媒体
用シート及びこれを用いた電気泳動表示媒体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記従来の課題等を解決するために鋭意検討した結果、光透過性を有す
る基板と、特定物性となる電気泳動インクと、基板に対向配置され電気泳動インクを封止
する特定物性となるフィルムと、上記基板と上記特定物性のフィルム間に形成された構造
体とを有する構成とすることにより、上記目的の電気泳動表示媒体用シートが得られるこ
とを見出し、また、この電気泳動表示媒体用シートを用いて、これを任意の基板に積層す
ることで上記目的の電気泳動表示媒体が得られることを見出し、本発明を完成するに至っ
たのである。
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【００１０】
　すなわち、本発明は、次の（１）～（９）に存する。
（１）　光透過性を有する基板と、１００Ｈｚの交流を印加した際の体積固有抵抗が１×
１０７～１×１０1３Ω・ｃｍの電気泳動インクと、基板に対向配置され電気泳動インク
を封止する１００Ｈｚ以上の交流を印加した際の抵抗値が電気泳動インクの抵抗値の５倍
以下となるフィルムと、基板と封止フィルム間に形成された構造体とを有することを特徴
とする電気泳動表示媒体用シート。
（２）　上記フィルムがポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリフッ化ビニリデンフィルム、
塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデンを構成単位として含むフィルム、及び、塩化ビニリ
デン又はフッ化ビニリデンをポリマーブレンドとして含むフィルムから選ばれる少なくと
も１種であることを特徴とする上記（１）記載の電気泳動表示媒体用シート。
（３）　上記フィルムが可塑剤を含むことを特徴とする上記（１）又は（２）記載の電気
泳動表示媒体用シート。
（４）　上記構造体が基板上に形成されていることを特徴とする上記（１）～（３）の何
れか一つに記載の電気泳動表示媒体用シート。
（５）　上記構造体が接着層を介して上記フィルムと積層されていることを特徴とする上
記（４）記載の電気泳動表示媒体用シート。
（６）　上記構造体が上記フィルム上に形成されていることを特徴とする上記（１）～（
３）の何れか一つに記載の電気泳動表示媒体用シート。
（７）　上記構造体が接着層を介して上記基板と積層されていることを特徴とする上記（
６）記載の電気泳動表示媒体用シート。
（８）　上記接着層がホットメルト型接着層であることを特徴とする上記（５）又は（７
）記載の電気泳動表示媒体用シート。
（９）　上記（１）～（８）の何れか一つに記載の電気泳動表示媒体用シートのフィルム
上に基板を積層したことを特徴とする電気泳動表示媒体。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、電気泳動表示媒体の構造的耐久性や表示耐久性を向上した電気泳動表
示媒体用シート及びこれを用いた電気泳動表示媒体が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の第１実施形態の電気泳動表示媒体用シートを示す概略縦断面図である。
【図２】（ａ）～（ｄ）は、本発明の第１実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造工
程を工程ごとに説明する概略図面である。
【図３】（ａ）～（ｄ）は、本発明の第２実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造工
程を工程ごとに説明する概略図面である。
【図４】本発明の第３実施形態の電気泳動表示媒体用シートを示す概略縦断面図である。
【図５】（ａ）～（ｅ）は、本発明の第３実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造工
程を工程ごとに説明する概略図面である。
【図６】本発明の第４実施形態の電気泳動表示媒体用シートを示す概略縦断面図である。
【図７】（ａ）～（ｄ）は、本発明の第４実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造工
程を工程ごとに説明する概略図面である。
【図８】（ａ）～（ｄ）は、本発明の第５実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造工
程を工程ごとに説明する概略図面である。
【図９】本発明の第６実施形態の電気泳動表示媒体用シートを示す概略縦断面図である。
【図１０】（ａ）～（ｅ）は、本発明の第７実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造
工程を工程ごとに説明する概略図面である。する概略図面である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下に、本発明の各実施形態を図面を参照しながら詳しく説明する。
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　図１及び図２は、本発明の第１実施形態の電気泳動表示媒体用シートを示す概略縦断面
図と、この電気泳動表示媒体用シートの製造工程を工程ごとに説明する概略図面である。
　本発明の第１実施形態の電気泳動表示媒体用シートＡは、図１及び図２に示すように、
光透過性を有する基板１０と、電気泳動インク２０と、１００Ｈｚの交流を印加した際の
体積固有抵抗が１×１０７～１×１０1３Ω・ｃｍの電気泳動インク２０と、基板に対向
配置され電気泳動インクを封止する１００Ｈｚ以上の交流を印加した際の抵抗値が電気泳
動インクの抵抗値の５倍以下となるフィルム３０と、基板１０とインク封止フィルム３０
間に形成された構造体１５とを有することを特徴とするものである。
【００１４】
　光透過性を有する基板１０は、光透過性であって電極を有する基板であればよく、例え
ば、基材１１上に電極層１２を設けた構成とし、該電極層１２上に絶縁性の構造体１５を
形成することができる。
　基材１１は、例えば、ガラス、石英、サファイア、ＭｇＯ、ＬｉＦ、ＣａＦ２等の透明
な無機材料、フッ素樹脂、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリエチレン、ポリエチレ
ンテレフタレート（ＰＥＴ）等の有機高分子のフィルムまたはセラミック等を用いて形成
することができる。
【００１５】
　電極層１２は、例えば、ＩＴＯ、ＺｎＯ、ＳｎＯ２等の透明導電性材料や、アルミニウ
ム（Ａｌ）、金（Ａｕ）、白金（Ｐｔ）、銅（Ｃｕ）、銀（Ａｇ）、ニッケル（Ｎｉ）、
クロム（Ｃｒ）等の金属を用いて形成することができる。また、ＰＯＤＥＴ／ＰＶＳやＰ
ＯＤＥＴ／ＰＳＳなどの導電性ポリマーや、酸化チタン系、酸化亜鉛系、酸化スズ系など
の透明導電材料でも良い。これらの材料は、蒸着、イオンプレーティング、スパッタリン
グ等の方法により形成することができる。電極層１２の形状は、後述する対向電極となる
第２の電極層の形状に応じて適宜選択することができる。なお、この電極層１２は、基材
１１に接して設けてもよいし、基材１１上にＴＦＴ素子などを設けてもよい。
【００１６】
　本第１実施形態において、電極基板１０が前面側電極基板となる場合には、電極基板１
０を介して電気泳動インクで形成される文字等の表示を視認するため、基材１１、電極層
１２としては、透光性を有する材料で形成する。
【００１７】
　この光透過性を有する基板１０上に、図２（ａ）に示すように、構造体１５を立設する
。この構造体１５は、ＰＥＴフィルム等の樹脂材料を用いて形成することができる。例え
ば、一定の厚みを有するＰＥＴフィルムなどの合成樹脂にレーザー加工して正方形や六角
形、円形等の形状を形成することにより、複数のセル１６を形成することができる。また
、電極層１２上に絶縁層を形成した後、フォトリソグラフィ法を用いて当該絶縁層をパタ
ーニングすることにより、複数のセル１６を形成することができる。他にも、電極層１２
上に熱可塑性の樹脂を形成し、ホットエンボスのような方法で井桁状の構造体１５からな
るセル１６を形成することも可能である。
　この光透過性を有する基板１０上に立設した絶縁性の構造体１５、１５…により複数の
小部屋（セル１６、１６…）が形成され、これらのセル１６は、立設した構造体１５によ
りそれぞれ分離されており、円形、矩形（長方形、正方形）、六角形等の様々な形状で設
けることができる。なお、構造体１５は、その形状や目的から、スペーサー、柱、壁、隔
壁、リブ等と称される場合がある。
【００１８】
　上記電極基板１０上に形成されたセル１６に、電気泳動インク２０を充填する。この電
気泳動インク２０を充填する方法としては、例えば、ダイコータなどによるコーティング
や、電極基板の任意箇所に配した電気泳動インク２０をバーコーター、ドクターブレード
、コンマロールなど、略接触によって、塗り広げてもよいものであるし、スクリーン印刷
などを用いた印刷法、あるいはインクジェットやディスペンサによる充填など、セル内に
インクを充填することが可能な方法であれば、各種方法を用いることができる。
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【００１９】
　本発明に用いる電気泳動インク２０としては、１００Ｈｚの交流を印加した際の体積固
有抵抗が１×１０７～１×１０1３Ω・ｃｍの電気泳動インクとなるものであれば、特に
限定されず、例えば、少なくとも、１種類以上の電気泳動粒子と溶剤などの溶媒とを含む
上記物性となるものであれば良いものである。本発明において、電気泳動インク、後述す
るインク封止フィルムにおける「体積固有抵抗」の測定方法は、インピーダンス測定装置
により測定した値をいうものである。また、電気泳動インク、後述するインク封止フィル
ムにおける「抵抗値」は、抵抗値＝〔（体積固有抵抗×厚さ）／面積〕で算出される。
　用いることができる電気泳動粒子としては、例えば、有色または無色（白色）の無機顔
料粒子、有機顔料粒子、高分子微粒子等を用いることができ、これらは各単独（１種）又
は２種以上を混合して用いることができる。また、親油性表面処理されている微粒子であ
ってよいものである。
　具体的な一例としては、正に帯電した白粒子と、負に帯電した黒粒子と、これらの粒子
を分散させる溶剤（溶媒）で形成することができる。白粒子としては、酸化チタン等の白
色顔料や、白色の樹脂粒子、または白色に着色された樹脂粒子等を用いることができる。
黒粒子としては、チタンブラック、カーボンブラック等の黒色顔料や、黒色に着色された
樹脂粒子等を用いることができる。これら粒子は、コントラスト表示可能な範囲で様々な
色の粒子を任意に用いることも可能であり、白と赤、白と青、黄色と黒などのような組合
せとすることもできる。また、白粒子のみ又は黒粒子のみといった１種類の帯電粒子のみ
を用いる構成とすることもできる。
　これらの電気泳動粒子は、平均粒子径が０．０５～２０μｍのものが用いられ、特に好
ましくは、平均粒子径が０．１～１０μｍのものが望ましい。また、これらの微粒子の合
計含有量は、電気泳動インク全量に対して、好ましくは、５～９５質量％、更に好ましく
は、１０～８０質量％とすることが望ましい。
　また、溶媒としては、例えば、炭化水素系、芳香族系、エステル系、ケトン系、テルペ
ン系、アルコール系、シリコーン系、フッ素系等の溶剤を各単独又は２種類以上を混合し
て用いることができる。これらの溶媒の含有量としては、用いる電気泳動粒子や溶媒種に
応じて適宜選択でき、電気泳動インク全量に対して、２０～８０％となるように含有する
ことが好ましく、更に好ましくは、３５～６５％とすることが望ましい。
【００２０】
　また、電気泳動インク２０としては、１種類以上の電気泳動粒子と溶媒に、更に、分散
剤、電荷制御剤とを含有しても良い。用いることができる分散剤としては、慣用的に用い
られる各種の分散剤、界面活性剤や高分子界面活性剤、例えば、ノニオン系界面活性剤、
アニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤、両性系界面活性剤、高分子型界面活性剤
などが挙げられるが、これらに限定されるものではない。これらの分散剤の含有量として
は用いる電気泳動粒子や溶媒種によって適宜決定されるが、電気泳動インク全量に対して
、０．０１～５０．０％となるように含有されることが好ましく、更に好ましくは、０．
５～３０％となるように含有することが望ましい。
　電荷制御剤としては、電気泳動表示に用いられている各種タイプのものを用いることが
できる。
　本発明に用いる電気泳動インク２０は、上記電気泳動インクを構成する各成分の種類及
び各成分の含有量を好適に組み合わせることにより、上記特性、すなわち、１００Ｈｚの
交流を印加した際の体積固有抵抗が１×１０７～１×１０1３Ω・ｃｍの電気泳動インク
に調整することができるものとなる。
　本発明において、電気泳動インクに１００Ｈｚの交流を印加した際の体積固有抵抗が１
×１０７Ω・ｃｍを超えてより小さいと、１００Ｈｚでは十分電圧がかからず、一方、１
×１０１３Ω・ｃｍを超えてより大きいと１００Ｈｚの交流を印加しても電圧が下がらな
いため、ほぼ直流となるため、１×１０７～１×１０１３Ω・ｃｍが望ましい。
【００２１】
　この電気泳動インク２０を充填する際に、好ましくは、これらの基板１０の表面に電気
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泳動インク２０に対し、ぬれ性を向上させるぬれ性調整工程を付加してもよいものである
。絶縁性の構造体１５からなる複数のセル１６，１６…の内壁や角部分等まで十分に電気
泳動インク２０を行き渡らせ、空気等の気体を絶縁性の構造体１５、１５…からなる複数
のセル１６，１６…内から追い出すために好ましい工程である。
　このぬれ性調整工程としては、例えば、溶剤処理、酸処理、アルカリ処理、オゾン処理
、プラズマ処理、コロナ放電処理、ＵＶ処理、ＵＶイトロ処理、レーザー処理、電子線に
よる処理、イオン注入法による処理、イオンビームによる処理、イオン照射による処理、
プライマー処理、界面活性剤処理、スパッタリングによる処理、（物理気相成長法）、Ｃ
ＶＤ（化学気相成長法）、ポリマー層形成及び無機層形成を行う方法等が挙げられる。こ
れらは複数組み合わせて用いることもできるし、これらに限定されるものでもない。
　また、基板表面の汚れを予め除去するために、溶剤による洗浄等の処理、例えば、アル
コール類による洗浄等を組み合わせて行うことにより、より効果的にぬれ性の調整が可能
となる。
【００２２】
　また、電気泳動インク２０を充填する際、表示エリア内に空気等の気泡が極力入り込ま
ない、若しくは残らないようにするために、充填前、充填時、又は充填後に、電気泳動イ
ンク２０中に溶存している気体や巻き込まれている空気等を、十分に脱気して除去する（
環境雰囲気を減圧環境とする）ことが好ましい。具体的には、充填工程を減圧環境下で行
うか、塗布したのちに、減圧環境下で放置する。これにより、電気泳動インク２０中の空
隙や、セル内の空気と電気泳動インク２０との置換が促進され、パネル内に気泡が残って
しまう可能性を低減でき、また、基板と後述するインク封止フィルムとなる貼り合わせた
後（封止後）の当該間には気泡の混入が抑えられるため、表示ムラや表示欠陥、気泡の成
長による劣化等が抑制され、長期に渡って安定した表示品質を持つ電気泳動表示媒体用シ
ート及び電気泳動表示媒体を得ることが可能となる。
【００２３】
　充填前の脱気の方法としては、例えば、電気泳動インク２０を撹拌棒などで撹拌する方
法、加温する方法、加温しつつ撹拌する方法、超音波による方法、減圧による方法、遠心
力による方法、消泡剤等の添加剤添加による方法等が挙げられるが、これらに限定される
ものではない。さらに、これらの方法を組み合わせて用いることも可能である。
【００２４】
　上記電気泳動インク２０を充填等した後、図２（ｃ）に示すように、表示エリアの中で
最外周部となるセル１６，１６の構造体１５、１５に接するように電極基板１０上にシー
ル部１６、１６を形成する。このシール部１６、１６を形成する方法としては、熱可塑性
、熱硬化性又は光硬化性の前駆体材料などを各種印刷法〔スクリーン印刷法、凸版印刷法
、凹版（グラビア）印刷〕、ディスペンサによる塗布法により形成することができる。こ
のシール部１６、１６を形成する際のシール部１６、１６の高さは、絶縁性の構造体１５
，１５…の高さよりも、０．０１～２ｍｍ程度高く設定、本実施形態では、０．５ｍｍ高
くなっている。また、本実施形態のシール部１６、１６は、ＵＶ硬化樹脂をディスペンサ
による滴下により形成した。
【００２５】
　本実施形態では、図２（ｄ）に示すように、前記電気泳動インク２０を充填した電極基
板１０に、対向配置され電気泳動インク２０を封止するインク封止フィルム３０を各構造
体１５、シール部２６、２６上面に貼り合わせることにより、目的の電気泳動表示媒体シ
ートＡを得ることができる。
　用いるインク封止フィルム３０は、基板に対向配置され電気泳動インクを封止する１０
０Ｈｚ以上の交流を印加した際の抵抗値が電気泳動インクの抵抗値の５倍以下となるフィ
ルムであれば、特に限定されず、例えば、ポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリフッ化ビニ
リデンフィルム、塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデンを構成単位として含むフィルム、
及び、塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデンをポリマーブレンドとして含むフィルム、ポ
リ塩化ビニルフィルム、塩化ビニリデンを構成単位として含むフィルムなどを挙げること
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ができる。
　好ましくは、より低い周波数で体積固有抵抗が低下して本発明の効果を更に発揮せしめ
る点から、インク封止フィルム３０として、上記ポリフッ化ビニリデンフィルムであるこ
とが望ましい。
　このポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリフッ化ビニリデンフィルム、塩化ビニリデン又
はフッ化ビニリデンを構成単位として含むフィルム、塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデ
ンをポリマーブレンドとして含むフィルムは、酸素及び水蒸気等に対し高いガスバリア性
を有し、光透過性、高誘電率、耐久性、を有するものであり、好ましくは、ポリ塩化ビニ
リデン単体フィルム、ポリフッ化ビニリデン単体フィルム、塩化ビニリデン又はフッ化ビ
ニリデンを構成単位としての塩化ビニリデン含有割合又はフッ化ビニリデン含有割合が５
０質量％以上の共重合体フィルム、ポリマーブレンドとして塩化ビニリデン含有割合又は
フッ化ビニリデン含有割合が５０質量％以上のフィルムが好ましく、７０質量％以上の共
重合体フィルム、ポリマーブレンドとして７０質量％以上含むフィルムがさらに好ましい
。
　また、インク封止フィルム３０に、１００Ｈｚ以上の交流を印加した際の抵抗値は、電
気泳動インクの抵抗値の５倍を超えてより大きいとインクに十分電圧がかからず、表示が
得られないため、５倍以下が望ましい。なお、この抵抗値を比較すると、インクよりイン
ク封止フィルムの方が低いほうが望ましく、数値では１倍以下の方が更に望ましく、低け
れば低いほど良いものである。
【００２６】
　用いることができる塩化ビニリデンを構成単位として含む共重合体フィルムとしては、
塩化ビニリデンと塩化ビニリデンと共重合可能な単量体を用いた共重合体からなるフィル
ムであればよい。単量体としては、塩化ビニリデンと共重合可能な物質であればいかなる
単量体でもよく、単量体を一種または二種以上を用いることができる。
　塩化ビニリデンと共重合可能な単量体としては、例えば、塩化ビニル；メチルアクリレ
ート、ブチルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート等のアクリル酸エステル；
メチルメタアクレリート、ブチルメタアクリレート、２－エチルヘキシルメタアクリレー
ト、ラウリルアクリレート等のメタアクリル酸エステル、
等の単量体を挙げることができる。
　これの中でも、特に、塩化ビニリデン／塩化ビニル共重合体フィルム、塩化ビニリデン
／アクリロニトリル共重合体フィルムが望ましい。
　用いることができる塩化ビニリデン／塩化ビニル共重合体は、下記式（Ｉ）で示される
ものであり、この共重合体では、塩化ビニリデン含有割合が５０質量％のものが好ましい
。
【化１】

【００２７】
　用いることができるフッ化ビニリデンを構成単位として含む共重合体フィルムとしては
、フッ化ビニリデンの単独重合体もしくはフッ化ビニリデンとその他のモノマーとの共重
合体、または上記共重合体の変性物であることが好ましく、中でもフッ化ビニリデンの単
独重合体であるポリフッ化ビニリデンが好ましい。
　フッ化ビニリデンとその他のモノマーとの共重合体としては、例えば、フッ化ビニリデ
ン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体、フッ化ビニリデン－テトラフルオロエチレン共
重合体、フッ化ビニリデン－クロロトリフルオロエチレン共重合体、フッ化ビニリデン－
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ヘキサフルオロプロピレン－テトラフルオロエチレン共重合体、または、上記例示した共
重合体に、さらに、他のエチレン性不飽和モノマーを共重合したものなどを挙げることが
できる。なお、共重合可能なエチレン性不飽和モノマーとしては、より具体的には、例え
ば、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、酢酸ビニル、アクリロニトリル、アク
リル酸、メタクリル酸、無水マレイン、ブタジエン、スチレン、Ｎ－ビニルピロリドン、
Ｎ－ビニルピリジン、グリシジルメタクリレート、ヒドロキシエチルメタクリレートまた
はメチルビニルエーテルなどを挙げることができる。
　また、上記共重合体の変性物であるポリフッ化ビニリデン系樹脂において、変性物とし
てはアルコール性水酸基、カルボキシル基等による変性させたものが挙げられる。アルコ
ール性水酸基やカルボキシル基はアルコール性水酸基やカルボキシル基等で他の基を置換
したり、アルコール性水酸基やカルボキシル基等を有するモノマーを共重合させて導入す
ることができる。
【００２８】
　また、上記塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデンをポリマーブレンドとして含むフィル
ムとしては、塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデンをポリマーブレンドとして重合可能な
ものであればよく、上記塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデンと共重合可能な各単量体成
分を用いることができる。
　更に、上記塩化ビニリデン又はフッ化ビニリデンを構成単位として含む各単体フィルム
、共重合体フィルム、ポリマーブレンドとして含むフィルムは、その重量平均分子量が３
万～２０万のものが好ましく、７万～１５万のものがさらに好ましい。塩化ビニリデン共
重合体及びポリマーブレンドとして含む塩化ビニリデン含有割合、フッ化ビニリデン共重
合体及びポリマーブレンドとして含むフッ化ビニリデン含有割合、重量平均分子量は、押
出加工性、ガスバリア性、力学特性等の点から、上記の範囲が好適である。本発明に用い
る単体フィルム、共重合体フィルム及びポリマーブレンドとして含むフィルムは、公知の
懸濁重合法、乳化重合法、溶液重合法等が用いて得ることができる。
　また、用いる上記各フィルムには、各種添加剤を含有したものを用いることができる。
各種添加剤としては、好適な含有量のフタル酸エステル、アジピン酸エステル、クエン酸
エステル、リン酸エステル、ジブチルセバケート（ＤＢＳ）、アセチルトリブチルシトレ
ート（ＡＴＢＣ）等の可塑剤；エポキシ化大豆油、エポキシ化アマニ油、ビスフェノール
Ａジグリシジルエーテル、エポキシ化ポリブタジエン、エポキシ化ステアリン酸オクチル
等のエポキシ化合物；ビタミンＥ、ブチルヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）、チオジプロピ
オン酸アルキルエステル等の抗酸化剤；ピロリン酸ソーダ、トリポリリン酸ソーダ、エチ
レンジアミン４酢酸２ナトリウム（ＥＤＴＡ－２Ｎａ）、酸化マグネシウム等の熱安定化
助剤；各種光安定剤；各種滑剤；各種着色剤、難燃剤、紫外線吸収剤等を挙げることがで
きる。これらの添加剤の一部は、塩化ビニリデン共重合体の重合でのモノマーと同時にも
しくは重合中に添加してもよい。
　好ましくは、上記各フィルムには、フィルムに柔軟性を持たせる点から、上記可塑剤を
フィルム中に１～３０質量％含有することが望ましい。
【００２９】
　用いることができる上記各フィルム３０の厚さとして、抵抗値を下げかつガスバリア性
を確保する点から、好ましくは、０．１～２０μｍ、更に好ましくは、１～１５μｍとす
ることが望ましい。
　このフィルム３０の厚さが０．１μｍ未満であると、ガスバリア性が不足しインク中の
溶剤が蒸発してしまうこととなり、一方、２０μｍを越えると、インク封止フィルムの抵
抗値が高くなることで、電気泳動インクに十分電圧がかからず、表示性能が劣化するとな
り、好ましくない。
【００３０】
　前記電気泳動インク２０を充填した電極基板１０に、対向配置され電気泳動インクを封
止する上記特性のインク封止フィルム３０を各構造体１５、シール部２６、２６上面に貼
り合わせ方法としては、例えば、インク封止フィルム３０の一端を合わせた後、対向に設
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置されたローラー間を通すことでインク封止フィルム３０を各構造体１５、シール部２６
、２６上面に貼り合わせ、その後、シール部にＵＶ照射することで硬化させて、図１に示
される電気泳動表示媒体シートＡを得ることができる。
【００３１】
　また、本発明では、得られた電気泳動表示媒体シートＡに、任意の基板に接着などによ
り積層することで電気泳動表示媒体を作製でき、さらに制御部等を設ければ電気泳動表示
装置を得ることができる。
　任意の基板としては、例えば、透明樹脂フィルムや透明ガラス等にＩＴＯ等の透明導電
性材料を塗工法、イオンプレーティング法、スパッタリング法等の蒸着法等により形成し
た光透過性のものや、樹脂フィルム、樹脂板、ガラス、セラミックス等の非導電性物質表
面に金属等の導電性材料膜（層）を形成したものや、金属板を用いることができる。
　なお、電気泳動表示媒体の用途（使用用途、書換方法等）に応じて、基板に別の光透過
性電極、非光透過性電極、樹脂フィルム、樹脂、木、金属、セラミックス、紙、布及び／
又はガラスと貼り合わせることも可能である。
　また、基板に樹脂フィルムを用いた場合には、溶媒透過抑制効果や気体透過抑制効果を
有する樹脂フィルムやその他基材を貼り合わせることによって、その効果を増大させるこ
とも可能である。
　その他、電気泳動表示装置の強度を上げるために、別の基材を貼り合わせて補強するこ
とや、表示装置の装飾用に別の基材として紙や布等を貼り合わせることも可能である。
【００３２】
　このように構成される本発明の第１実施形態の電気泳動表示媒体用シートＡでは、光透
過性を有する基板１０と、電気泳動インク２０と、１００Ｈｚの交流を印加した際の体積
固有抵抗が１×１０７～１×１０1３Ω・ｃｍの電気泳動インク２０と、基板に対向配置
され電気泳動インクを封止する１００Ｈｚ以上の交流を印加した際の抵抗値が電気泳動イ
ンクの抵抗値の５倍以下となるインク封止フィルム３０と、基板１０とインク封止フィル
ム３０間に形成された構造体１５とを有することにより、電気泳動インクを封止するイン
ク封止フィルムが電気泳動インクの抵抗値の５倍以下となる特性のフィルムで構成したの
で、電気泳動表示媒体の構造的耐久性や表示耐久性に優れた電気泳動表示媒体用シート及
びこれを用いた電気泳動表示媒体を得ることができる。また、この電気泳動表示媒体シー
トより得られる電気泳動表示装置は、高コントラストな表示の実現と、繰り返し表示時に
おいても高い信頼性を持ってコントラスト表示することができ、応答性にも優れ、表示特
性の劣化がきわめて少ないものとなる。
　特に、インク封止フィルム３０を上記電気泳動インクの抵抗値の５倍以下となる特性の
フィルムとし、かつ、酸素及び水蒸気等に対し、高いガスバリア性、光透過性、高誘電率
、耐久性、を有するポリ塩化ビニリデン又はポリフッ化ビニリデン、もしくは塩化ビニリ
デン又はフッ化ビニリデンを構成単位として含むフィルム、ポリマーブレンドとして塩化
ビニリデン又はフッ化ビニリデンをフィルムで構成すれば、電気泳動表示媒体の構造的耐
久性や表示耐久性に更に優れた電気泳動表示媒体用シート及びこれを用いた電気泳動表示
媒体を得ることができる。
【００３３】
　図３（ａ）～（ｄ）は、本発明の第２実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造工程
を工程ごとに説明する概略図面である。なお、第２実施形態の以下の各実施形態（図３～
図１０）において、上記第１実施形態と同様の構成は、図面上に同一符号を表示してその
説明を省略する。
　本発明の第２実施形態の電気泳動表示媒体用シートＢは、上記第１実施形態〔図２（ａ
）～（ｄ）〕と同様に電気泳動表示媒体用シートを得た後、更に、図３（ｄ）に示すよう
に、インク封止フィルム３０上に、ベースフィルム３５を積層したものである。具体的に
は、厚さ５μｍの塩化ビニリデン－アクリロニトリル共重合体フィルムと１００μｍのＰ
ＥＴフィルムをラミネータにより積層したものである。
　この電気泳動表示媒体用シートＢでは、更に、薄くコシの無いインク封止フィルムを張
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り合わせることができ、剥離フィルムを除去することで、電気泳動表示シートとなるもの
である。
【００３４】
　図４及び図５は、本発明の第３実施形態の電気泳動表示媒体用シートを示す概略縦断面
図と、この電気泳動表示媒体用シートの製造工程を工程ごとに説明する概略図面である。
　本発明の第３実施形態の電気泳動表示媒体用シートＣは、上記第１実施形態に対して、
図５（ｂ）に示すように、電極基板１０上に構造体１５を立設後、構造体１５の上面に接
着剤層１７を形成してインク封止フィルム３０を貼り合わせることを付加する点で、上記
第１実施形態と異なるものである。
　接着剤層１７は、熱硬化性接着剤、熱可塑性接着剤、光硬化性接着剤等の各種接着剤を
使用することで形成することができ、特に、熱可塑性接着剤を用いることが好ましい。熱
可塑性接着剤は、加熱して溶融もしくは軟化した状態で構造体１５の上面に接着剤層１７
を形成した後、冷却することで構造体１５の上面だけに接着剤を固定化させることができ
る。これにより、セル内部への接着剤の流入などを抑制することが可能となる。さらに、
電気泳動インク２０の充填後に再度加熱することで溶融もしくは軟化させることができる
ので、インク封止フィルム３０との貼り合わせにおいて好ましい接着となる。
【００３５】
　また、熱硬化性接着剤や光硬化性接着剤を用いる場合も、構造体１５の上面からセル内
部への接着剤の流入などを抑制できるように接着剤層１７を形成することが好ましい。例
えば、構造体１５の上面に接着剤を固定化できる程度に必要最小限の加熱あるいは紫外線
照射して硬化させておき、インク封止フィルム３０との貼り合わせにおいて再度加熱ある
いは紫外線照射することで完全に接着・硬化させる方法などを挙げることができる。
【００３６】
　本第３実施形態において、接着剤層１７は、用いる接着剤の特性に合わせて、グラビア
印刷、スクリーン印刷、インクジェット、転写等の各種方法を用いて形成することができ
るが、特に転写法を用いることが好ましい。本実施形態では、転写法を用いるものであり
、例えば、表面に接着剤が形成された基材を、構造体１５の上面に接触させた後に剥がす
ことにより、基材表面に接着剤の一部を構造体１５の上面に転写することができる。転写
法を用いることで、接着剤層１７を構造体１５の上面に対し、選択的に、かつ容易に形成
することが可能となるためである。
　この電気泳動表示媒体用シートＣでは、インク封止フィルム３０を更に構造体１５、１
５…の上面及びシール部１６、１６の上面に強固に固着できるので、更に電気泳動表示媒
体の構造的耐久性や表示耐久性に優れた電気泳動表示媒体用シート及びこれを用いた電気
泳動表示媒体を得ることができる。
【００３７】
　図６及び図７は、本発明の第４実施形態の電気泳動表示媒体用シートを示す概略縦断面
図と、この電気泳動表示媒体用シートの製造工程を工程ごとに説明する概略図面である。
　本発明の第４実施形態の電気泳動表示媒体用シートＤは、上記第１実施形態に対して、
図６及び図７（ａ）に示すように、上記第１実施形態と同様のインク封止フィルム３０上
に構造体１５を立設後、電気泳動インク２０の充填、シール部１６、１６の形成した後、
光透過性基板１０をフィルム３０の貼り合わせと同様に、貼り合わせて電気泳動表示媒体
用シートを作製したものである。
【００３８】
　この電気泳動表示媒体用シートＤでは、インク封止フィルムと同様の構成となるフィル
ム３０上に構造体１５を立設後、電気泳動インク２０を充填し、シール部１６、１６の形
成した後、光透過性基板１０を貼り合わせたものであり、構造体を立設する際の透明電極
へのダメージがなくなるため、高反射率の電気泳動表示媒体用シート及びこれを用いた電
気泳動表示媒体を得ることができる。
【００３９】
　図８は、本発明の第５実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造工程を工程ごとに説
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明する概略図面である。
　本発明の第５実施形態の電気泳動表示媒体用シートＥは、上記第４実施形態に対して、
図８（ａ）に示すように、上記第４実施形態のフィルム３０にベースフィルム３５を積層
した点でのみ、上記第４実施形態と相違するものである。
　ベースフィルム３５としては、例えば、厚さ１００μｍのＰＥＴフィルムを挙げること
ができ、また、積層方法としては、ラミネータにより行うことができる。
　この電気泳動表示媒体用シートＥでは、フィルム３０にベースフィルム３５を積層され
ているものであるので、薄くコシの無いフィルム３０上に構造体を立設することができ、
構造体を立設する際の透明電極へのダメージがなくなるため、高反射率の電気泳動表示媒
体用シート及びこれを用いた電気泳動表示媒体を得ることができる。
【００４０】
　図９は、本発明の第６実施形態の電気泳動表示媒体用シートを示す概略縦断面図である
。
　本発明の第６実施形態の電気泳動表示媒体用シートＦは、上記第４実施形態に対して、
上記第４実施形態のインク封止フィルム３０上に構造体１５の立設前に、構造体１５をイ
ンク封止フィルム３０上に強固に固着する点から、上記第３実施形態と同様の接着剤層１
７を構造体１５を立設する位置に転写法などにより構造体１５の下面に、選択的に形成し
たものである。
　この電気泳動表示媒体用シートＦでは、構造体１５、１５をインク封止フィルム３０上
に強固に固着できるので、更に電気泳動表示媒体の構造的耐久性や表示耐久性に優れた電
気泳動表示媒体用シート及びこれを用いた電気泳動表示媒体を得ることができる。
【００４１】
　図１０は、本発明の第７実施形態の電気泳動表示媒体用シートの製造工程を工程ごとに
説明する概略図面である。
　本発明の第７実施形態の電気泳動表示媒体用シートＧは、上記第５実施形態に対して、
図１０（ｂ）に示すように、電極基板１０を構造体１５の上面に強固に固着する点から、
上記第３実施形態と同様の接着剤層１９を構造体１５の上面に転写法などにより構造体１
５の上面に、接着剤層１９を選択的に形成したものである。
　この電気泳動表示媒体用シートＧでは、電極基板１０を構造体１５、１５上面に強固に
固着できるので、更に電気泳動表示媒体の構造的耐久性や表示耐久性に優れた電気泳動表
示媒体用シート及びこれを用いた電気泳動表示媒体を得ることができる。
【００４２】
　本発明は、上述の如く構成されるものであるが、上記各実施形態に限定されるものでは
なく、本発明の技術思想の範囲内で種々変更することができる。
　例えば、電気泳動表示媒体用シートのフィルム上に基板を積層する際、密着性を向上さ
せるための接着層を設けても良いものである。
【実施例】
【００４３】
　次に、本発明を実施するに適した実施例を示すが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。
【００４４】
（実施例１、図１及び図２準拠）
　下記各工程により、電気泳動表示媒体用シート及び電気泳動表示媒体を得た。
電極基板上に絶縁性の構造体からなる複数のセルを形成する工程
　電極基板として、透明材料であるＩＴＯ膜を表面抵抗が約１００Ω／□となるように形
成した１２５μｍ厚のＰＥＴシート（１１×１０ｃｍ）を用いた（以下、「ＩＴＯ－ＰＥ
Ｔ」という）。
　この第１の電極基板上に、アクリル系樹脂製の感光性樹脂シートを貼合、ＵＶによる露
光、アルカリ現像して、絶縁性の構造体からなる複数の格子状のセル（高さ０．０５ｍｍ
、セルのサイズ０．５×０．５ｍｍ、開口率８０％）を上記ＰＥＴフィルムの９×９ｃｍ
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の範囲に形成した。
【００４５】
２）電気泳動インクをセルに充填する工程
　用いた電気泳動インクの組成：
　オクタン８２質量％、酸化チタン粒子１０質量％、カーボンブラック含有アクリル粒子
５質量％、ヒドロキシエチルアミン３質量％であり、１００Ｈｚの交流を印加した際の体
積固有抵抗は１×１０１０Ω・ｃｍであった。測定は、インピーダンス測定装置（品名：
ＦＲＡ５０８７、ＮＦ回路ブロック社製）により行った（以下、同様）。
　この電気泳動インクを上記セル内に、シルク印刷により充填した。
３）シール部を形成する工程
　上記セルの外周部（表示エリア）にＵＶ硬化性樹脂をディスペンサを用いて滴下して、
シール部（高さ０．５ｍｍ　幅５ｍｍ）を形成した。
【００４６】
４）電極基板とインク封止フィルムを貼り合わる工程
　インク封止フィルム３０のフィルムとして、１０μｍの塩化ビニリデン／塩化ビニル共
重合体フィルム（１１×１０ｃｍ）を用いた。なお、塩化ビニリデン／塩化ビニル共重合
体フィルムは、塩化ビニリデンの含有率は８０％であった。また、塩化ビニリデン／塩化
ビニル共重合体フィルムの体積固有抵抗をインピーダンス測定装置を用いて測定すると、
１００Ｈｚでは５×１０１０Ω・ｃｍであった。
　前記電気泳動インクを充填した電極基板に、インク封止フィルムの一端を合わせた後、
対向に設置されたローラー間を通すことで貼り合わせ、その後、シール部にＵＶ照射する
ことで硬化させて、電気泳動表示媒体シートを得た。
　この時のインクの面積Ｓｉは、Ｓｉ＝９×９×０．８＝６４．８ｃｍ２であり、インク
の厚さＴｉは、Ｔｉ＝０．０５ｍｍであったので、インクの抵抗値Ｒｉを算出すると、Ｒ
ｉ＝７．７×１０５Ωであった。
　同様に、インク封止フィルムのうちインクに触れている面積Ｓｆは、Ｓｆ＝９×９×０
．８＝６４．８ｃｍ２であり、インク封止フィルムの厚さＴｆは、Ｔｆ＝１０μｍであっ
たので、インク封止フィルムの抵抗値Ｒｆを算出すると、Ｒｆ＝７．７×１０５Ωとなり
、インク封止フィルムの抵抗値Ｒｆはインクの抵抗値Ｒｉの約１．０倍となった。
【００４７】
　得られた電気泳動表示媒体シートの表示エリア内には気泡の混入は無く、電極とインク
封止フィルムの間隔は均一であった。
　更に、得られた電気泳動表示媒体シートに電極基板（ポリイミドフィルムに銅箔を積層
し、エッチングによりパターンを形成）を貼り合わせ、１００Ｈｚの周期で＋５０ｖを５
０回印加することで白表示を、１００Ｈｚの周期で－５０ｖを５０回印加することで黒表
示を得ることができ、高コントラストの白黒表示可能であることが確認できた。ここで表
示が得られたのは、ａ）１００Ｈｚの交流を印加するとインク封止フィルムの抵抗値が電
気泳動インクの抵抗値の５倍以下、本実施形態ではほぼ同じになるフィルムを採用、ｂ）
１００Ｈｚの交流を印加、ｃ）電気泳動インクの体積固有抵抗が１×１０１０Ω・ｃｍで
、１００Ｈｚの交流したとき、電気泳動インクの体積固有抵抗が１×１０１３Ω・ｃｍを
超えてより高い場合には、インクの電圧が下がらず直流印加と同様になるため、インク封
止フィルムの抵抗値が下がらずインクに十分な電圧がかからないものであった。また、電
気泳動インクの体積固有抵抗が１×１０７～１×１０１０Ω・ｃｍの場合、適度に電圧が
低下しインク及び、インク封止フィルムに１００Ｈｚの交流が印加されるによりインク封
止フィルムの抵抗値が下がり、電気泳動インクが駆動可能な電圧が十分に印加されたため
である。この電気泳動インクの体積固有抵抗が１×１０７Ω・ｃｍを超えてより低い場合
にはインクの電圧がすぐに下がってしまい、表示できないものとなった。
　以上により、本発明では、上記構成となる電気泳動表示媒体シートで、１００Ｈｚの交
流を印加した際の体積固有抵抗が１×１０７～１×１０1３Ω・ｃｍの電気泳動インクと
、基板に対向配置され電気泳動インクを封止する１００Ｈｚ以上の交流を印加した際の抵
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抗値が電気泳動インクの抵抗値の５倍以下となるインク封止フィルムを用いることにより
、電気泳動インクが駆動可能な電圧が十分に印加され、高コントラストの白黒表示が得ら
れものとなった。
　更に、得られた電気泳動表示媒体を、ａ）５０℃乾燥条件、ｂ）５０℃，８０％加湿条
件下のそれぞれに１ヶ月放置した後の表示性能等を評価したところ、どちらの条件下でも
、初期と表示特性の変化が見られない、非常に表示劣化しにくい電気泳動表示媒体が得ら
れた。また、セル内に気泡が成長した様子も見られなかった。
【００４８】
（実施例２、図３準拠）
　上記実施例１において、フィルムをより硬いフィルム積層した後電気泳動インクを塗布
した基板に積層した。具体的には、厚さ５μｍのポリフッ化ビニリデン単体フィルム（１
０×１０ｃｍ）に厚さ１００μｍＰＥＴフィルムをラミネータにより積層した。なお、ポ
リフッ化ビニリデンフィルムの体積固有抵抗をインピーダンス測定装置を用いて測定する
と、１００Ｈｚでは４．５×１０１０Ω・ｃｍであり、インク封止フィルムの抵抗値を上
記実施例１と同様にして算出等すると、フィルムの抵抗値はインクの抵抗値の約０．４５
倍となった。
【００４９】
（実施例３、図４，５準拠）
　上記実施例１において、ＩＴＯ－ＰＥＴ上に形成した構造体上に溶剤で希釈した熱可塑
性接着剤（ホットメルト樹脂、バイロン５５ｓｓ、東洋紡社製）を、コンマロールを用い
て膜厚１２μｍ塗布した後に乾燥させた。次に、上記熱可塑性接着剤層が形成されたＰＥ
Ｔフィルムと、構造体が形成された第１の電極基板とを１２０℃の熱ラミネータに通し、
熱された状態のまま引き剥がすことにより、ＰＥＴフィルムに形成された熱可塑性接着剤
層の一部を構造体の上面に転写した。構造体の上面に形成された熱可塑性接着剤層の膜厚
は、６～８μｍであった。
　次いで、上記実施例１と同様にしてインク封止フィルムを貼り合わせて電気泳動表示媒
体シート、電気泳動表示媒体を得た。
【００５０】
（実施例４、図６及び図７準拠）
　下記各工程により、電気泳動表示媒体を得た。
インク封止フィルム上に絶縁性の構造体からなる複数のセルを形成する工程
　インク封止フィルムとして、１５μｍの塩化ビニリデン／アクリロニトリル共重合体フ
ィルム（１１×１０ｃｍ）を用いた。なお、塩化ビニリデン／アクリロニトリル共重合体
フィルムは、塩化ビニリデンの含有率は８０％であった。なお、塩化ビニリデン／アクリ
ロニトリル共重合体フィルムの体積固有抵抗をインピーダンス測定装置を用いて測定する
と、１００Ｈｚでは９．５×１０１０Ω・ｃｍであり、この抵抗値を上記実施例１と同様
に算出すると、２．２×１０６Ωであった。
　このインク封止フィルムに、アクリル系樹脂製の感光性樹脂シートを貼合、ＵＶによる
露光、アルカリ現像して、絶縁性の構造体からなる複数の格子状のセル（高さ０．０５ｍ
ｍ、セルのサイズ０．５×０．５ｍｍ、開口率８０％）を上記インク封止フィルムの９×
９ｃｍの範囲に形成した。
）を形成した。
【００５１】
２）電気泳動インクをセルに充填する工程
　用いた電気泳動インクの組成：
　ドデカン５７質量％、酸化チタン粒子２０質量％、カーボンブラック含有アクリル粒子
２０質量％、ヒドロキシエチルアミン３質量％で、１００Ｈｚの交流を印加した際の体積
固有抵抗は１．２×１０１０Ω・ｃｍであり、この抵抗値を上記実施例１と同様に算出す
ると、９．３×１０５Ωであった。
　この電気泳動インクを上記セル内に、ダイコータにより充填した。
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３）シール部を形成する工程
　表示エリアの外周部にＵＶ硬化性樹脂をディスペンサを用いて滴下して、シール部（高
さ０．５ｍｍ、幅５ｍｍ）を形成した。
【００５２】
４）電極基板と貼り合わる工程
　電極基板として、透明材料であるＩＴＯ膜を表面抵抗が約１００Ω／□となるように形
成した１２５μｍ厚のＰＥＴシート（１１×１０ｃｍ）を用いた。
　前記電気泳動インクを充填したインク封止フィルムに、電極基板の一端を合わせた後、
対向に設置されたローラー間を通すことで貼り合わせ、その後、シール部にＵＶ照射する
ことで硬化させて、電気泳動表示媒体シートを得た。インク封止フィルムの抵抗値は上記
実施例１と同様に算出すると、インクの抵抗値の約２．３８倍となった。
【００５３】
（実施例５、図８準拠）
　上記実施例４において、フィルムをより硬いフィルム積層した後電気泳動インクを塗布
した基板に積層した。具体的には、厚さ１００μｍＰＥＴフィルムをラミネータにより積
層した。
【００５４】
（実施例６、図１０準拠）
　上記実施例４において、インク封止フィルム上に形成した構造体上に溶剤で希釈した熱
可塑性接着剤（ホットメルト樹脂、バイロン５５ｓｓ、東洋紡社製）を、コンマロールを
用いて膜厚１２μｍ塗布した後に乾燥させた。次に、上記熱可塑性接着剤層が形成された
ＰＥＴフィルムと、構造体が形成された電極基板とを１２０℃の熱ラミネータに通し、熱
された状態のまま引き剥がすことにより、ＰＥＴフィルムに形成された熱可塑性接着剤層
の一部を構造体の上面に転写した。構造体の上面に形成された熱可塑性接着剤層の膜厚は
、６～８μｍであった。
　次いで、上記実施例４と同様にしてインク封止フィルムを貼り合わせて電気泳動表示媒
体シート、電気泳動表示媒体を得た。
【００５５】
（実施例２～６の電気泳動表示媒体の性能評価）
　上記実施例２～６で得られた各電気泳動表示媒体シートの表示エリア内には気泡の混入
は無く、電極とインク封止フィルムの間隔は均一であった。
　更に、実施例２～６で得られた各電気泳動表示媒体シートに電極基板を貼り合わせ、１
００Ｈｚの周期で＋５０ｖを５０回印加することで白表示を、１００Ｈｚの周期で－５０
ｖを５０回印加することで黒表示を得ることができ、高コントラストの白黒表示可能であ
ることが確認できた。
　更に、得られた電気泳動表示媒体を、ａ）５０℃乾燥条件、ｂ）５０℃，８０％加湿条
件下のそれぞれに１ヶ月放置した後の表示性能等を評価したところ、どちらの条件下でも
、初期と表示特性の変化が見られない、非常に表示劣化しにくい電気泳動表示媒体が得ら
れた。また、セル内に気泡が成長した様子も見られなかった。
【符号の説明】
【００５６】
　１０　電極基板
　１１　基材
　１２　電極層
　１５　構造体
　１６　セル
　１７　接着剤層
　２０　電気泳動インク板
　２６　シール部
　３０　フィルム
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【産業上の利用可能性】
【００５７】
　本発明の電気泳動表示媒体用シート及びこれを用いた電気泳動表示媒体は、電子ブック
、電子新聞等の電子ペーパー、看板、ポスター、黒板などの掲示板、電子値札、電子棚札
、電子広告、モナイル機器の表示部等の用途に好適に用いることができる。

【図１】
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